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新潟県の企業行動に関する意識調査結果

－新型コロナウイルスの影響および

カーボンニュートラル実現に向けた取り組み状況等－

２０２２年８月４日

新潟支店



１．調査内容

新型コロナウイルス感染症（以下、新型コロナ）発生による事業への影響およびカーボン

ニュートラルへの取り組み等についての企業行動に関する意識調査

２．調査の対象企業

原則、資本金１億円以上の民間法人企業（ただし、金融保険業を除く）

３．調査時期

2022年6月24日を期日として実施

４．回答状況

回答社数：全国4,231社(回答率44.6％)、うち新潟県本社企業185社(回答率52.1％)

５．調査結果

DBJウェブサイト「調査研究レポート」https://www.dbj.jp/investigate/list/?cat=report

に掲載
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調査概要

https://www.dbj.jp/investigate/list/?cat=report
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調査結果要旨

先行きの事業へのリスク要因は、前年度調査と異なり「新型コロナウイルス感染拡大」から逆転し「原油など資源
価格の急変動」が第１位に。 （影響度の多い順に３つまでの複数回答）

感染拡大前の売上水準への回復見通しは、約３割の企業が「2024年以降に回復または回復が見通せない」 と
する一方で、「すでに回復」と回答する企業の割合は昨年度の２割から３割に増加。

国内設備投資の実績が計画を下回った理由について、約５割の企業が「実績は当初計画を下回らず」と回答。
次いで「投資内容の精査、無駄の見直し」「新型コロナの感染拡大」が続く。（３つまでの複数回答）

新型コロナ感染拡大を契機に事業の見直しを行う場合に想定される取り組みとしては、「新たな製品やサービス
の提供」や「サービスのＡＩ・デジタル化」を挙げる企業が多い。（２つまでの複数回答）

カーボンニュートラルへの取り組みで想定される事業への影響は、約６の企業が「設備入れ替えの契機」と回答。
（３つまでの複数回答）

カーボンニュートラル関連の設備投資の内容は、約８割の企業が「省エネ」と回答する中、「再エネ」や「ＥＶ関連」
など一部では特徴的な動きもみられる。（３つまでの複数回答）

カーボンニュートラルの実現に向けた課題は、約６割の企業が「技術的な問題」、次いで「開発コストの問題」と回
答。（２つまでの複数回答）
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１．新型コロナウイルスの感染拡大

２．ウクライナ危機

３．その他の地政学リスク

４．原油など資源価格の急変動

５．為替の急変動

６．金利上昇

７．資産価格下落

８．供給制約

９．分からない、特にない

10．その他

影響度１位 影響度２位 影響度３位
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事業への多大なるリスクは「原油等資源価格の急変動」と回答

１．先行きの事業への悪影響が大きい主なリスク要因

 先行きの事業への悪影響が大きい要因は、前年度調査と異なり「新型コロナウイルス感染拡大」から逆転し「原油など資源
価格の急変動」が第１位に。次いで「新型コロナウイルスの感染拡大」、「為替の急変動」と回答。

図表１ 先行きの事業リスク

（有効回答社数比）（注）影響度の大きい順に３つまでの複数回答

（％）（％）

［全国］

全産業 4,225社

［新潟］

全産業 185社
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１．国内需要の減少

２．海外需要の減少

３．資金繰りの悪化

４．雇用維持のための負担増

５．仕入れの遅延・困難

６．供給制約による納入先の減産

７．国内外の移動制限

８．感染防止対策による労働力不足

９．感染防止対策によるコスト増

10．その他

影響度１位 影響度２位 影響度３位

4

マイナスの影響は「国内需要の減少」が最多、次いで「仕入れの遅延・困難」と回答

２．新型コロナ感染拡大によるマイナスの影響

 新型コロナ感染拡大によるマイナスの影響について、「国内需要の減少」を上げる企業が最も多く、次いで「仕入れの遅
延・困難」、「国内外の移動制限」と回答。

（％） （％）

［全国］

全産業 4,186社

（有効回答社数比）（注）影響度の大きい順に３つまでの複数回答
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図表２ 新型コロナ感染拡大による事業へのマイナスの影響

［新潟］

全産業 183社
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新型コロナ感染拡大を受けて中長期的に「需要は減少」とする割合が減少

３．新型コロナ感染拡大を受けた中長期的な需要見通し

 新型コロナ感染拡大を受けた中長期的な需要の見通しは、昨年度に比べ、全国、新潟県ともに「需要は減少」と回答する企
業の割合が減少。

 新潟県は全産業および製造業で「需要は拡大」とする回答の割合が増加も、半数以上が「変わらない」と回答。

図表３ 新型コロナを契機とした製品やサービスの中長期的な需要見通し

（構成比）

（％） （％）

［全国］<2022年度>

全産業 4,210社

製造業 1,625社

非製造業 2,585社

［新潟］ <2022年度>

全産業 184社

製造業 72社

非製造業 112社

<2021年度>

全産業 4,267社

製造業 1,669社

非製造業 2,598社

<2021年度>

全産業 184社

製造業 72社

非製造業 112社
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約３割は「2024年以降に回復または回復が見通せない」とする一方､約３割は「すでに上回っている」と回答

４．新型コロナ感染拡大前の売上水準への回復見通し

 新潟県では約３割弱の企業が「2024年以降に回復または回復が見通せない」とする一方、約３割は「すでに上回っている」
と回答。

 新型コロナ感染拡大前の売上げ水準への回復見通しについて、新潟県では「すで上回っている」と回答する企業が、昨年度
（図表６参照）の約２割から今年度は約３割に増加。

図表４ 新型コロナ感染拡大前の売上水準への回復時期

（構成比）

［全国］

全産業 4,115社

製造業 1,607社

非製造業 2,508社

［新潟］

全産業 181社

製造業 72社

非製造業 109社
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４．新型コロナ感染拡大前の売上水準への回復見通し

図表５ 新型コロナ感染拡大前の売上水準への回復時期（2021年度）

（構成比）

【参考】2021年度調査結果
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２割強の企業が「昨年度の投資を見送った」と回答

５．新型コロナ感染拡大の影響により見送った国内設備投資の実施計画

 昨年度に「見送った投資がある」と回答した企業は２割強で、全国に比べ割合が低い。

 全体の約１割の企業が「見送った投資を今年度も実施しない」と回答。

 新潟県では、「見送った投資を今年度も実施しない」と回答した企業の割合が、非製造業よりも製造業の割合の方が高い。

図表６ 新型コロナ感染拡大の影響を受けて見送った昨年度の設備投資について

今年度に実施する計画の有無

（構成比）

［全国］

全産業 4,090社

製造業 1,593社

非製造業 2,497社

［新潟］

全産業 183社

製造業 72社

非製造業 111社
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約１割の企業が「昨年度の投資を見送った」と回答

６．ウクライナ危機の影響により見送った国内設備投資の実施計画

 昨年度に見送った投資があると回答した企業は約１割で、全国に比べ若干割合が高い。

 見送った投資を今年度も実施しないと回答した企業は、全産業で１割に満たない。

 新潟県では、見送った投資を今年度も実施しないと回答した企業の割合が、非製造業よりも製造業の割合の方が高い。

図表７ ウクライナ危機の影響により見送った昨年度の設備投資について

今年度に実施する計画の有無

（構成比）

［全国］

全産業 4,068社

製造業 1,581社

非製造業 2,487社

［新潟］

全産業 181社

製造業 70社

非製造業 111社
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約半数の企業が実績は「当初計画を下回らず」と回答

７．国内設備投資の実績が計画を下回った理由

 投資実績が計画を下回っていないと回答する企業は約５割で、全国に比べ割合が高い。

 全国、新潟県ともに、投資実績が計画を下回った理由について「投資内容の精査、無駄の見直し」と回答する企業が一番多
く、次いで「新型コロナウイルスの感染拡大」と回答。

図表８ 国内設備投資の実績が当初計画を下回った場合の理由

（有効回答社数比）（注）３つまでの複数回答

（％）
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１．新型コロナウイルスの感染拡大

２．ウクライナ危機

３．投資内容の精査、無駄の見直し

４．もともと確度の低かった投資の剥落

５．工期の遅れ

６．工事費高騰に伴う見直し

７．その他

８．実績は当初計画を下回らず

全産業 製造業 非製造業
［全国］

全産業 3,718社

製造業 1,461社

非製造業 2,257社

［新潟］

全産業 166社

製造業 64社

非製造業 102社

（％）
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約５割の企業が新型コロナ感染拡大を契機として「事業の見直しが必要」と回答

８．新型コロナ感染拡大を契機とした事業の見直しの必要性

 新型コロナ感染拡大を契機として、約５割の企業が「事業の見直しが必要」と回答。

 新潟県では全産業および非製造業では「事業の見直しが必要」とする回答の割合は昨年度より減少も、製造業では昨年度よ
りも割合が増加。

図表９ 新型コロナ感染拡大を契機とした事業の見直しの必要性

（構成比）

（％）（％）

［全国］

<2022年度>

全産業 4,213社

製造業 1,629社

非製造業 2,584社

［新潟］

<2022年度>

全産業 185社

製造業 72社

非製造業 113社

<2021年度>

全産業 4,282社

製造業 1,673社

非製造業 2,609社

<2021年度>

全産業 186社

製造業 72社

非製造業 114社

非製造業
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１．新たな製品やサービスの提供

２．事業の整理、縮小

３．リスク分散のための事業の多角化

４．サービスのＡＩ・デジタル化（非接触型など）

５．サプライチェーンの再構築

６．その他
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６割弱の企業が「新たな製品やサービスの提供」と回答

９．新型コロナ感染拡大を契機とした事業見直しで想定される取り組み

 新型コロナ感染拡大を契機として見直しを行う場合に想定される取り組みは、６割弱の企業が新たな製品やサービスの提供
と回答。

 全国、新潟県ともに、次いで約４割の企業がサービスのＡＩ･デジタル化と回答。

図表１０ 事業の見直しが必要となる場合に想定される取り組み

（注）２つまでの複数回答 （有効回答社数比）

（％）（％）

［全国］

全産業 2,915社

製造業 1,093社

非製造業 1,822社

［新潟］

全産業 139社

製造業 56社

非製造業 83社
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１．事業拡大の契機となる

２．ビジネスモデルの転換

３．サプライチェーン全体での対応

４．長期的な移行戦略の策定・開示

５．設備入れ替えの契機

６．専門部署設置などの人員配置転換

７．海外移転の加速

８．その他

全産業 製造業 非製造業
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約６割の企業が「設備入れ替えの契機」と回答

１０．カーボンニュートラルへの取り組みで想定される事業への影響

 国際的にカーボンニュートラルへの取り組みが加速することで想定される事業への影響は、全国、新潟県ともに「設備入れ
替えの契機」を挙げており、新潟県では約６割の企業が回答。

図表１１ 国際的にカーボンニュートラルへの取り組みが加速することで想定される事業への影響

［全国］

全産業 3,769社

製造業 1,500社

非製造業 2,269社

［新潟］

全産業 167社

製造業 64社

非製造業 103社

（％） （％）

（注）３つまでの複数回答 （有効回答社数比）
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約４割の企業が「カーボンニュートラル関連の設備投資を計画」と回答

１１．カーボンニュートラル関連の設備投資比率

 全国、新潟県とも、約４割の企業がカーボンニュートラル関連の設備投資（単体ベース）を計画と回答し、比率は５～１０
％が最多。

図表１２ 今年度の設備投資計画（単体ベース）のうちカーボンニュートラル関連の比率

［全国］

全産業 3,847社

製造業 1,483社

非製造業 2,364社

［新潟］

全産業 175社

製造業 67社

非製造業 108社

（構成比）
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カーボンニュートラル関連の設備投資の内容は「省エネ」とする回答が約８割と最多

１２．カーボンニュートラル関連設備投資の内容

 全国、新潟県ともに、約８割の企業がカーボンニュートラル関連の設備投資の内容を「省エネ」と回答し最多。

 一部では「再エネ」「ＥＶ関連」など、特徴的な動きもみられる。

 新潟県は「資源循環関連」と回答する企業の割合が全国に比べ高い。

図表１３ カーボンニュートラル関連設備投資の内容

［全国］

全産業 2,608社

製造業 1,103社

非製造業 1,505社

［新潟］

全産業 120社

製造業 45社

非製造業 75社

（注）３つまでの複数回答 （有効回答社数比）

（％） （％）
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16

約６割の企業が「技術的な問題が課題」と回答

１３．経済活動におけるカーボンニュートラル実現に向けた課題

 全国、新潟県とも技術的な問題が課題と回答する企業が約６割と最多。次いで開発コストの問題とする回答の割合が高い。

図表１４ 経済活動におけるカーボンニュートラル実現に向けた課題

（％）
（％）

（注）２つまでの複数回答 （有効回答社数比）

［全国］

全産業 3,338社

製造業 1,382社

非製造業 1,956社

［新潟］

全産業 143社

製造業 59社

非製造業 84社
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調査結果から得られる示唆

新潟県企業の意識・行動について

➢地政学リスク等を背景に「原油など資源価格の急変動」や「為替の急変動」など、新型コロナ感染拡大
以外のリスクが多様化。

➢新型コロナ感染拡大により一部に国内需要の減少や国内設備投資の先送りの動きが見られるものの、こ
れまでの事業見直し等前向きな取り組み等により、新型コロナ感染拡大前の売上水準へ回復の基調。

➢事業の見直しとして、「新たな製品やサービスの提供」や「サービスのＡＩ・デジタル化」が挙げら
れ、昨年度に引き続き企業の成長に向けた動きも窺える。

➢カーボンニュートラルの社会実現に向けた取り組みについては、「設備入れ替えの契機」ととらえる企
業も多く、今後の設備投資の押し上げも期待される。

➢カーボンニュートラルの社会実現に向けて「技術的な問題」や「開発コストの問題」が課題となってお
り、専門人材の確保や技術開発の推進および資金調達における支援等の体制構築が望まれる。
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調査結果から得られる示唆（つづき）

図表１５ 企業の意識・行動の中期的推移

（意識･行動）

（時間軸）［現在］

悪化要因

・資源価格の急変動
・為替の急変動
・仕入れの遅延・困難

など

悪化要因

・専門人材や技術の不足
・資金調達難 など

事業の維持・アフターコロナに向けた基盤強化

ＡＩ・デジタル化、カーボンニュートラル社会実現への取り組み

改善要因

・売上水準はすでにコロナ前を上回っている、または回復の見通し
・新型コロナを契機とした事業見直し
・新たな製品やサービスの提供、サービスのＡＩ・デジタル化を推進
・見送った設備投資の実施 など

悪化要因

・新型コロナの事業への悪影響
・移動制限による事業制約
・中長期的に需要減少の見通し
・売上水準の回復時期は見通しが立たない
・設備投資の実施見送り など

改善要因

・専門人材の確保
・技術開発の推進
・資金調達 など

Ｋ字回復の様相

↑
改
善

悪
化
↓

Ｗｉｔｈ コロナ Ａｆｔｅｒ コロナ

リスク要因の多様化

改善要因

・国内需要見通し改善
・カーボンニュートラ

ル加速が設備入れ替
えの契機 など

＋

＋
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